
施策体系検討ワークシート （環境衛生専門部会）

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

地球環境 1
家庭用蓄電池の導入補助を継続して行っ
た中で、新たに省エネ性能の高い住宅
（ZEH：ゼッチ）を補助対象に加えた。

住宅用省エネ・新エネ設備導入に対
する補助戸数

― ― ― ― ― 26 50 70 38 27
コスト面が高額になるので広く普及
していない。

太陽エネルギーや新たなエネルギー
利用の推進を図ることで、環境負荷が
少なく、持続可能なエネルギーへの転
換の促進。

・継続的な導入補助による省エネ設備
の普及促進
・新たな補助制度などの創設

・令和元年より開始したZEHのさらなる
普及啓発　　　　　　　　　　　　　　　・高
効率な省エネ設備や電気自動車、電
動自転車などに対する新たな補助制度
の創設

A 地球温暖化対策の推進
かけがえのない地球を守
り、次世代へつなぐ

環境保全課

地球環境 2
現在、公共施設における太陽光発電設備
の設置予定は防災拠点施設のみである。

公的施設における太陽光発電施設
設置数（延べ件数）

1 29 29 29 30 30 30 30 30 30

本市のアセットマネジメントの計画に
おける屋根の修繕工事や防水工事
等の計画においても、工事に合わせ
ての太陽光発電設備の設置は、費
用や設置効果の点で実現困難であ
る。

防災拠点への太陽光発電設備の設置
予定。

・太陽光発電設備の必要性の周知
・避難所（公民館）などへの太陽光発電
設備の設置

A 地球温暖化対策の推進
かけがえのない地球を守
り、次世代へつなぐ

環境保全課

地球環境 3
新居浜市地球高温化対策地域協議会の
事業としてノーマイカー通勤デーを推進し
ている

参加事業所や団体がなかなか増え
ない

市政だよりやロビー展などでの啓発
や、事業所等への個別の依頼を行っ
ている。

・個別依頼の強化
・会員団体等への情報提供と依頼の強
化

・ノーマイカー通勤実施事業所増加の
広報の強化
・実施協力店の増加のための依頼の
強化

B 低炭素社会への転換の推進
かけがえのない地球を守
り、次世代へつなぐ

環境保全課

地球環境 4
通勤・通学等、日常生活における自転車利
用の促進のための啓発を行っている。

自転車利用促進の啓発イベントの実
施回数

― ― ― ― 1 ― 1 1 1 2 自転車の利用促進が進まない。
・自転車利用者を応援する「まちなか
サイクリング協力店の設置と活用。

・自転車利用者へのインセンティブの
付与
・自転車利用のメリットの周知強化

・自転車利用促進の啓発の強化
・環境ポイント制度の活用
・電動アシスト自転車購入補助

B 低炭素社会への転換の推進
かけがえのない地球を守
り、次世代へつなぐ

環境保全課

地球環境 5
市域、市の事務事業における温室効果ガ
ス排出量の目標値を定め公表している。

市の事務事業における温室効果ガス
排出量

32,775  27,629  27,294  28,868  40,716  40,557  37,877  42,987  40,251  37,883  

市の事務事業における温室効果ガ
ス排出量の目標値は達成できてい
るが、市域における温室効果ガスの
排出量は、基準年度を大きく上回り
目標値と乖離する現状の中で、原因
の分析と改善に向けた取組が必要
である。

市域における温室効果ガスの排出量
の目標値と乖離する現状の把握。

・目標と実績の乖離が大きい項目を中
心に、これまでの施策の推進状況の検
証と見直し

・専門家（コンサル業者）を入れた効果
的で実現性のある計画の策定

C 地球環境問題への意識の向上
かけがえのない地球を守
り、次世代へつなぐ

環境保全課

地球環境 6

新居浜市地球高温化対策地域協議会によ
る活動の継続により、市民・事業者・行政
が一体となった地球温暖化対策への取組
の推進を行っている。

新居浜市地球高温化対策地域協議
会登録団体数

278 277 281 283 295
メンバーの固定化、高齢化、減少な
どの人的問題の改善が必要であ
る。

地球温暖化防止に向けた各種啓発事
業の実施により、多くの市民参加によ
る環境保全活動の推進が図られ、地
球環境問題の意識啓発を行った。

・地道な勧誘活動　　　　　　　　　　　　・
会報などを通じた活動の周知
・SNSを利用した情報発信

・地道な勧誘活動　　　　　　　　　　　　・
会報などを通じて活動の周知
・SNSを利用した情報発信
・登録団体の３Rの推進
・各種イベント出展による活動報告及
び勧誘

C 地球環境問題への意識の向上
かけがえのない地球を守
り、次世代へつなぐ

環境保全課

地球環境 7

新居浜市地球高温化対策地域協議会や
にいはま環境市民会議の活動等を通じた
各種出前講座や講演会などを実施してい
る。

様々な環境学習講座の実施により、
一人でも多くの人に環境について考
えてもらう機会を提供する必要があ
る。

地球温暖化防止に向けた出前講座、
講演会の実施により、多くの市民参加
による環境保全活動の推進が図ら
れ、地球環境問題の意識啓発を行っ
た。

・環境学習・環境教育の推進

・市政だよりや会報などで出前講座、講
演会の広報の強化
・SNSを利用した情報発信
・「３R→事業者、消費者」、「環境家計
簿→主婦層」、「自然保護→子供」な
ど、各ターゲット層が興味を持ちやすい
テーマ毎の出前講座、講演会、各種イ
ベントへのブース出展などの実施
・ポイント制度の創設及び充実

C 地球環境問題への意識の向上
かけがえのない地球を守
り、次世代へつなぐ

環境保全課

↑必要に応じて行を追加してください。

３．分類分けの中で、最も適した分類を一つの固まりとし、基本計画としてまとめます。

４．基本計画（概ね３～５）のまとまりで施策を形づくります。適切に分類ができない場合は、２へ戻ります。

５．施策の体系（一つの施策に３～５の基本計画がぶらさがる）が仮完成した段階で、他の施策との比較を行い、調整等を行います。

テーマ 番号 現況
現況を表すデータ

（指標）
基礎データの数値

担当課

１．テーマ毎（所管事務毎）に、現況から主な取組内容までを、検証シートや専門部会、政策懇談会ワーキンググループの意見等によりできるだけ多くの事項を記入します。
　　（取組方針は、簡潔に箇条書きで記入してください。）

２．それぞれの事項について、関連性、事業実施の効果・効率性等から分類分け（仮分類）を行います。

課題に対する
第五次での取組状況

課題解決に向けた
取組方針

主な取組内容 仮分類 第六次の基本計画（案）
第六次の施策大綱

（案）
課題



施策体系検討ワークシート （環境衛生専門部会）

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

生活環境 1

・少子化、単身世帯の増加、価値観の変化
などにより、墓じまいが増加している。
・市営墓地及び墓園を適正に維持管理す
る必要がある。

市営墓地及び墓園返還件数（単位：
件）

11 15 12 15 27 7 52 33 53 66

・適正な改葬手続が必要である。
・市営墓地及び墓園の、適正な使用
承継・返還手続が必要である。
・市営墓地及び墓園の無縁墓が増
加している。
・市営墓地及び墓園の適正な維持
管理が必要である。また、返還墓所
の再使用の推進が必要である。

・改葬手続きの周知
・市営墓地及び墓園の使用承継・返還
手続の周知
・市営墓地及び墓園の墓所の使用者
調査
・市営墓地及び墓園の老朽箇所の修
繕、清掃、植栽管理、返還墓所の再使
用許可

・改葬手続きの周知
・市営墓地及び墓園の墓所使用承継・
返還手続の周知
・合葬式納骨施設の周知
・市営墓地及び墓園の墓所使用者・承
継者調査、無縁墓の改葬の実施
・適正な維持管理、返還墓所の再使用
許可の推進

・看板、広報ツールなどを用いて、改葬
手続きを周知する。
・看板、広報ツールなどを用いて、市営
墓地及び墓園の墓所使用承継・返還
手続を周知する。
・広報ツールなどを用いて、合葬式納
骨施設を周知する。
・墓所の使用者・承継者調査、無縁墓
の改葬を実施する。
・施設の現況、利用者の要望を把握
し、適正に施設を維持管理する。また、
返還墓所を整地・整備し、再使用許可
を推進する。

A 葬祭施設等の適正な管理の推進
あんしん、きれいなまちづく
り

環境保全課

生活環境 2

・家族葬の増加や葬儀参列者の減少な
ど、葬儀のあり方が変化している。
・斎場施設が老朽化しており、改修が必要
である。

・時代の変化に合わせた斎場の改
修
・斎場の長寿命化

・火葬棟改修工事を実施
・昨今の葬儀形態や利用人数などを考
慮した形態に改修
・改修工事による施設の長寿命化

・外構及び待合棟を改修し、利用者の
快適性、利便性を向上させる。
・屋根、外壁などの耐用年数延長工
事、省エネ化工事を行う。

A 葬祭施設等の適正な管理の推進
あんしん、きれいなまちづく
り

環境保全課

生活環境 3

ペットの飼い方が不適切な飼い主や野良
犬・野良猫によるふん害等の衛生環境の
悪化が問題となっており、飼い主のマナー
向上や野良犬・野良猫の繁殖対策が望ま
れている。

犬・猫送致数（匹） 470 420 414 421 390 420 462 366 297 307
動物愛護意識の高まりにより、愛護
動物の殺処分頭数を減らす取り組
みが全国的に行われている。

市政だより等により、ペットの飼い方や
むやみなエサやりにについての広報
を行った。啓発看板の配布や個別指
導による啓発も実施した。

愛護動物の適正な飼育の推進

・野良犬の捕獲
・市政だより等での啓発・広報
・地域猫等の新たな対策
・啓発看板の配布

B 身近な環境の改善
あんしん、きれいなまちづく
り

環境保全課

生活環境 4

海や河川の水質浄化のため、水洗化率の
向上が望まれているが、公共下水道の整
備は長期間にわたるため、計画外の地域
の合併処理浄化槽への転換を補助してい
る。

合併処理浄化槽補助基数（基） 55 56 56 57 57 43 40 40 24 37

単独処理浄化槽の老朽化による排
出水の水質悪化が問題になってお
り、早期の合併処理浄化槽への転
換が必要となっている。

汲み取りや単独処理浄化槽から合併
処理浄化槽への転換に補助を実施
し、水洗化率の向上を図った。

合併処理浄化槽への転換の推進
・合併処理浄化槽転換への補助
・新たな浄化槽補助メニューの拡充
・市政だより等での広報

B 身近な環境の改善
あんしん、きれいなまちづく
り

環境保全課

生活環境 5
生物の多様性を守るため、外来生物の侵
入対策が必要となっている。

本市においても、セアカゴケグモ等
の外来生物の侵入が確認されてい
る。

外来生物の調査を継続的に実施して
いる。侵入が確認されたセアカゴケグ
モは封じ込め対策として、駆除と定期
的な調査を実施している。

外来生物の侵入の阻止
・市政だより等での広報
・外来生物の定期調査
・外来生物の駆除

B 身近な環境の改善
あんしん、きれいなまちづく
り

環境保全課

↑必要に応じて行を追加してください。

３．分類分けの中で、最も適した分類を一つの固まりとし、基本計画としてまとめます。

４．基本計画（概ね３～５）のまとまりで施策を形づくります。適切に分類ができない場合は、２へ戻ります。

５．施策の体系（一つの施策に３～５の基本計画がぶらさがる）が仮完成した段階で、他の施策との比較を行い、調整等を行います。

テーマ 番号 現況
現況を表すデータ

（指標）
基礎データの数値

担当課

１．テーマ毎（所管事務毎）に、現況から主な取組内容までを、検証シートや専門部会、政策懇談会ワーキンググループの意見等によりできるだけ多くの事項を記入します。
　　（取組方針は、簡潔に箇条書きで記入してください。）

２．それぞれの事項について、関連性、事業実施の効果・効率性等から分類分け（仮分類）を行います。

課題に対する
第五次での取組状況

課題解決に向けた
取組方針

主な取組内容 仮分類 第六次の基本計画（案）
第六次の施策大綱

（案）
課題



施策体系検討ワークシート （環境衛生専門部会）

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

公害防止 1

工場・事業場からの公害は減っているが、
野焼き、近隣騒音、身近な悪臭などの日常
生活に起因する生活型公害の比重が増え
ている。

公害苦情処理数（件） 98 121 144 140 143 155 125 101 96 83
法律で規制対象になっていないよう
な身近な問題が多く、そのため指導
も依頼に留まる場合がある。

市政だより等により、野焼きの禁止の
啓発を行った。また個別の案件につい
ては、指導や助言により処理した。

新たな公害問題に対する意識啓発の
推進

・市政だより等での広報
・廃棄物の適正処理の指導
・個別指導・助言

B 身近な環境の改善
あんしん、きれいなまちづく
り

環境保全課

公害防止 2

大気・水質・騒音等の環境調査を実施し、
現状把握に努めている。高度経済成長期
頃と比べると全体的に改善されているが、
改善の遅れている項目もある。

大気汚染常時監視率（％） 99 98.9 98.7 98.8 98.9 100 100 100 100 100
近年、黄砂や東アジアの経済成長
に伴う、越境大気汚染が確認されて
いる。

市内に大気汚染測定局を設置し、常
時監視を行った。大気環境が悪化した
場合には、市民に広報を行った。河川
の水質調査・環境騒音の調査・道路
騒音の調査を実施した。

環境調査の継続と市民への連絡手段
の拡充

・大気汚染測定局の維持
・光化学スモッグ注意報の連絡手段の
多様化

C 環境監視による安心の創出
あんしん、きれいなまちづく
り

環境保全課

公害防止 3
大規模事業者が環境に与える負荷は大き
いため、排水等の監視をしている。

排水基準達成率（％） 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
規制基準は達成されているが、市民
の不安を払拭するため、継続が必
要である。

市内大規模事業者の排水の立ち入り
調査を実施した。また騒音測定を実施
し、法規制が遵守されているか確認し
た。

大規模事業場の監視継続
・事業所の排水調査
・事業所の騒音調査

C 環境監視による安心の創出
あんしん、きれいなまちづく
り

環境保全課

↑必要に応じて行を追加してください。

３．分類分けの中で、最も適した分類を一つの固まりとし、基本計画としてまとめます。

４．基本計画（概ね３～５）のまとまりで施策を形づくります。適切に分類ができない場合は、２へ戻ります。

５．施策の体系（一つの施策に３～５の基本計画がぶらさがる）が仮完成した段階で、他の施策との比較を行い、調整等を行います。

テーマ 番号 現況
現況を表すデータ

（指標）
基礎データの数値

担当課

１．テーマ毎（所管事務毎）に、現況から主な取組内容までを、検証シートや専門部会、政策懇談会ワーキンググループの意見等によりできるだけ多くの事項を記入します。
　　（取組方針は、簡潔に箇条書きで記入してください。）

２．それぞれの事項について、関連性、事業実施の効果・効率性等から分類分け（仮分類）を行います。

課題に対する
第五次での取組状況

課題解決に向けた
取組方針

主な取組内容 仮分類 第六次の基本計画（案）
第六次の施策大綱

（案）
課題



施策体系検討ワークシート （環境衛生専門部会）

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

ごみ・し尿処理 1

不法投棄については減少傾向にあるもの
の、後を絶たない。
近年では、家電リサイクル法の制定にもよ
り、家電４品目が多く見られる。

不法投棄ごみ収集件数（件） 398 460 417 470 435 312 341 325 289 195

海洋プラスチック問題をはじめ、不
法投棄は河川や山間部の谷に多く
見られ、一般家庭からの排出だけで
なく、違法業者による不法投棄もあ
る。
監視の強化やパトロールの強化が
必要である。

啓発活動を展開し、ポイ捨てや不法
投棄を防止してごみのないまちづくり
を推進するとともに、空き地の適正管
理の指導強化、不法投棄監視体制の
強化や、施設管理者による管理強化
により、安全で快適な生活環境の維
持を図った。

不法投棄監視体制の強化

監視カメラの増設
県や関係団体との協働による取組
市民への適正処理の啓発
排出事業所への啓発
土地所有者への啓発

A 環境美化の取組強化
未来へつなぐ循環型社会の
実現

ごみ減量課

ごみ・し尿処理 2

年間を通じての美化活動の実施
環境美化意識向上のため、市・市民・事業
者が一体となった「清潔で美しいまちづく
り」を推進し、｢わたしたちのまちは、わたし
たちの手で美しく」を合言葉に「市民一斉清
掃｣を実施している。

ごみ回収量（kg） 25,500 28,030 28,770 22,360 28,530 25,960 32,930 29,260 31,070 20,060 

市民一斉清掃については、毎年同
様の団体の参加となっており、新規
の参加者が少ない。7月の実施であ
ることから熱中症の危険があるた
め、開催時期の変更の要望がある。
雑草等未管理の空き地による生活
環境の悪化が懸念される。

ボランティア清掃の回収
愛リバー、愛ロードなどの県との連携
実施時期の検討
熱中症対策のため、開始時間の変更
（午前8時→午前6時）及び開催時間内
での地域に応じた実施時間の設定

年間を通じての美化活動の実施
環境美化意識向上に係る啓発

ボランティア清掃の回収
市民一斉清掃の実施
愛リバー、愛ロードなどの県との連携

A 環境美化の取組強化
未来へつなぐ循環型社会の
実現

ごみ減量課

ごみ・し尿処理 3

ごみの処理量（一人一日あたり）は、平成
２１年から横ばい傾向が続いており、減少
傾向にある全国平均との差も開きつつあ
る。

一人一日あたりのごみ処理量（ｇ） 1,049 1,035 1,057 1,033 1,047 1,050 1,056 1,026 1,026 1,033

ごみの処理量の減量には、市民意
識の向上に加え、民間活力を考慮し
た行政のごみ処理方法の再検討も
必要である。

分別種別の見直し（平成２８年に９種
分別から１０種分別）
開封調査などを実施して廃棄物の搬
入者に対する指導を実施
３０１０運動など３Ｒや適正なごみの排
出の啓発を実施

市民、事業者へのごみの減量及びリサ
イクルに対する意識啓発
民間活力を有効に利用したごみ処理
方法の検討

食品ロスなどごみの削減に向けた施策
の検討
適正な分別種別の検討
生ごみの水切りなどごみの分別・減量
に係る意識啓発の強化
ごみ処理の有料化

B ごみの発生抑制と資源循環の推進
未来へつなぐ循環型社会の
実現

ごみ減量課

ごみ・し尿処理 4

未分別での排出により収集されずに取り
残されたごみによる衛生上の問題や再分
別など住民負担があり、分別の徹底が必
要である。

分別の認識不足、排出者のモラル
の問題や分別の啓発不足（特に自
治会未加入者）がある。

自治会を通じたごみカレンダーの配布
ごみ分別大辞典、ホームページ等で
の広報
開封調査

分別や排出マナーの徹底強化
ごみ分別大辞典の全戸配布など市民
への意識啓発

B ごみの発生抑制と資源循環の推進
未来へつなぐ循環型社会の
実現

ごみ減量課

ごみ・し尿処理 5
循環型社会の形成のために、リサイクル
資源の有効活用が重要となってくるが、リ
サイクル率は低下傾向にある。

リサイクル率（％） 18.2 19.1 18.5 17.9 17.9 17.3 16.4 16.3 15.4 14.6

プラスチックなどリサイクル資源を活
用した容器の軽量化など製造業側
の企業努力や紙媒体からデータへ
の移行など様々な要因も重なり、リ
サイクル率は減少している。

集団回収実施団体の募集やごみ排出
時の分別に係る啓発の実施（ごみ分
別大辞典の作製・改正、啓発チラシ・
動画作製など）

継続した意識啓発の実施及び分別の
徹底の推進

資源ごみ集団回収
啓発物品の作製

B ごみの発生抑制と資源循環の推進
未来へつなぐ循環型社会の
実現

ごみ減量課

ごみ・し尿処理 6

市内にはごみステーションが約４０００箇所
あるが、管理者が不明で管理が行き届い
ていない箇所があるなど利用問題、管理
上の労力・費用などの住民負担が大きい。

ごみステーション管理についての
ルール整備と住民負担への社会情
勢に即した支援の必要がある。

行政と市民（自治会）によるワーキン
ググループを形成し、問題解決に取り
組む

安定的なごみ収集体制の構築
地域でのごみステーションの在り方や
役割を整理し、ごみの不適切排出への
対応を強化

C
適正かつ安定的なごみ処理体制の
確立

未来へつなぐ循環型社会の
実現

ごみ減量課

ごみ・し尿処理 7
事業系一般廃棄物の不適正排出が見られ
る。

事業系一般廃棄物が適正に分別さ
れていないまま施設に搬入されてい
る。
ごみステーションに排出されている
場合もある。

収集運搬業許可更新時に現地調査を
行っている。
施設内で収集運搬許可業者の展開検
査を行った。

事業者に対する啓発
収集運搬許可業者への指導
排出事業者に対する啓発

C
適正かつ安定的なごみ処理体制の
確立

未来へつなぐ循環型社会の
実現

ごみ減量課

ごみ・し尿処理 8
南海トラフ巨大地震等大規模災害発生時
の災害廃棄物の処理体制について整備を
進めている。

災害廃棄物の分別方法の啓発や庁
内外の組織づくり等平時の準備が
不足している。

新居浜市災害廃棄物処理計画の策
定
研修等への参加

災害廃棄物及びし尿の円滑な処理体
制の整備

住民への広報
庁内外の組織整備
廃棄物処理体制の構築
支援、受援体制の整備

C
適正かつ安定的なごみ処理体制の
確立

未来へつなぐ循環型社会の
実現

ごみ減量課

ごみ・し尿処理 9
廃棄物処理施設は、老朽化が進んでお
り、安定処理のためには、予防保全、延命
化等が必要である。

－

予防保全が十分に実施できておら
ず、安定稼働に課題がある。また、
精密機能検査や長寿命化総合計画
が不十分である。

ごみ焼却施設・粗大ごみ処理施設
は、基幹的設備改良工事を実施し、令
和１４年までの延命化を図った。ペット
ボトル処理施設は施設更新計画を定
めた。菊本最終処分場は、延命化事
業を開始した。

長寿命化計画を見直し、目標年次まで
の長寿命化を確実に図るとともに、適
正かつ安定的な廃棄物処理

精密機能検査の実施、長寿命化総合
計画の策定、施設保全の確実な実施、
施設の部分更新、延命化対策工事の
実施

C
適正かつ安定的なごみ処理体制の
確立

未来へつなぐ循環型社会の
実現

環境施設課

ごみ・し尿処理 10
廃棄物処理施設の長寿命化には限界が
あり、更新の検討が必要であるが、巨額の
資金が必要である。

－

人口減・少子高齢化が進む中、廃
棄物処理施設に係る経費の市民負
担の増大が懸念される。また、災害
時の廃棄物処理に課題がある。

し尿処理施設は下水処理場での共同
処理の事業を開始した。ごみ焼却施
設については、共同化・広域化につい
て検討を開始した。

次期施設については、共同化、広域
化、民間活用について積極的に検討を
進める。

共同化・広域化の検討、実施 D
時代に呼応した廃棄物処理施設の
運営と共同化・広域化の推進

未来へつなぐ循環型社会の
実現

環境施設課

ごみ・し尿処理 11

旧廃棄物処理施設の廃止については、巨
額の経費など課題が多いが方針が定まっ
ていない。埋立終了している最終処分場も
廃止ができていない。

－

旧清掃センターは、安全性に問題が
あり、撤去が望まれるが、巨額の費
用が必要である。最終処分場の廃
止に向けた、調査検討を実施する
必要がある。衛生センターは共同処
理移行後の跡地利用が課題であ
る。

中間処理施設については、撤去費の
調査を実施した。旧埋立所については
廃止に向けた検討を実施した。

財源確保の研究を進めながら、跡地利
用についても検討を進め、方向性を定
める。

旧清掃センター・衛生センターの廃止
に向けた跡地利用の検討及び撤去工
事の実施。最終処分場廃止手続きの
実施。

D
時代に呼応した廃棄物処理施設の
運営と共同化・広域化の推進

未来へつなぐ循環型社会の
実現

環境施設課

ごみ・し尿処理 12
清掃センターでは、施設での資源化を進め
るほか、余熱利用による発電を行い、余剰
分は売電を実施している。

売電量(Mwh) 382 4,741 5,203 5,294 

施設での効率的なリサイクルの推
進とともに、更に効率的なエネル
ギー利用が望まれている。

基幹的設備改良工事で逆潮流設備を
整備し、売電を開始した。

効率的で安定的な資源回収、熱回収、
廃棄物エネルギー利用の推進に取り
組む。

より効率的な余熱利用、バイオマス活
用等エネルギー回収を調査研究する。

D
時代に呼応した廃棄物処理施設の
運営と共同化・広域化の推進

未来へつなぐ循環型社会の
実現

環境施設課

テーマ 番号 現況
現況を表すデータ

（指標）
基礎データの数値

担当課
課題に対する

第五次での取組状況
課題解決に向けた

取組方針
主な取組内容 仮分類 第六次の基本計画（案）

第六次の施策大綱
（案）

課題



↑必要に応じて行を追加してください。

３．分類分けの中で、最も適した分類を一つの固まりとし、基本計画としてまとめます。

４．基本計画（概ね３～５）のまとまりで施策を形づくります。適切に分類ができない場合は、２へ戻ります。

５．施策の体系（一つの施策に３～５の基本計画がぶらさがる）が仮完成した段階で、他の施策との比較を行い、調整等を行います。

１．テーマ毎（所管事務毎）に、現況から主な取組内容までを、検証シートや専門部会、政策懇談会ワーキンググループの意見等によりできるだけ多くの事項を記入します。
　　（取組方針は、簡潔に箇条書きで記入してください。）

２．それぞれの事項について、関連性、事業実施の効果・効率性等から分類分け（仮分類）を行います。


